
実施箇所

該当基準 「前回評価から５年経過」および「社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業」

主な事業の
諸元

事業対象区域面積：136.4km2　主要施設：砂防堰堤等

評価
年度

令和7年度愛媛県東温市

事業名
（箇所名）

重信川水系直轄砂防事業
担当課 水管理・国土保全局砂防部保全課 事業

主体
四国地方整備局

担当課長名 綱川　浩章

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・重信川沿川市町には、愛媛県全体の約4割にあたる63万人もの人たちが生活しており、社会・文化・経済の中核をなす地域である。
・直轄砂防事業区域内の東温市は、新興住宅や事業所が建設され、人口・資産が集積している。
・想定氾濫区域内には、鉄道や幹線道路、空港等の重要交通機関が整備されている。
・昭和18年、20年に多量の土砂流出により未曾有の災害が発生。（昭和23年より事業着手）
・平成11年に表川を中心に土石流災害、平成26年に重信川を中心に斜面崩壊が発生。
・事業区域内には、四国の大動脈である松山自動車道、国道11号が流域内を横断、また下流にはJR予讃線、伊予鉄道、松山空港などの重要交通機関が位
置しており、被災した場合は商業・物流・観光等への影響や孤立化が懸念される。
・平成30年7月豪雨では、四国地方で総降雨量が1,800mmを超えるなど記録的な大雨となり、愛媛県では複数の斜面や渓流から土砂が同時多発的に流出し、
甚大な人的被害が発生した。
・近年は、平成29年7月九州北部豪雨、平成30年7月豪雨、令和元年東日本台風による豪雨等が発生するなど、今後も大規模な土砂災害の危険性が高まるこ
とが懸念されている。

＜達成すべき目標＞
■下流被害の軽減対策
・砂防堰堤の整備や既存施設の改良などの対策を推進することにより、下流河川区間への大規模な土砂流出の軽減を図る。
■人家、重要交通網の保全
・土砂災害警戒区域に人家および重要交通網（松山自動車道、国道１１号）が含まれる流域について、施設整備を実施し土石流対策を推進するとともに、砂防
区間および下流河川区間への大規模な土砂流出の軽減を図る。
・流木捕捉施設の新規設置や既設堰堤の改良による流木止めの設置等の必要な流木対策を実施するとともに、総合的な土砂管理の観点から透過型砂防堰
堤の整備や既設堰堤のスリット化などの対策を推進する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・軽減を推進する。

事業期間 事業採択 平成23年度 完了 令和23年度

総事業費（億
円）

約 211 残事業費（億円） 約 112

7.7

便益の主な
根拠

想定氾濫面積：約 22.5 km2、人口：51,218 人、世帯数：21,134 戸、従業者数：24,227 人

事業全体の
投資効率性

基準年度 令和7年度

B:総便益
(億円)

345 C:総費用(億円) 189
1.8

（2.7）
（3.5）

B-C 157
EIRR
（％）

全体B/C
（社会的割引率2％）
（社会的割引率１％）

2.7

感度分析

事業の効果
等

・砂防事業を実施することにより、下流河川区間へ流出する土砂を抑制し、土砂・洪水氾濫被害を軽減するとともに、土石流に対する安全性を向上（人命、財産
の保全）する。

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

176 C:総費用(億円) 65 継続B/C

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　1.8 ～ 1.9　　　　　　　　　　　2.5 ～ 3.0
残工期　　 （＋10％ ～ －10％）　　　　　　　1.8 ～ 1.8　　　　　　　　　　　2.7 ～ 2.7
資産　　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　　1.7 ～ 2.0　　　　　　　　　　　2.5 ～ 2.9

社会経済情
勢等の変化

・重信川沿川の人口増加及び資産の集積による災害発生時の影響の増加
・重要交通網の災害発生時の物流・観光等への影響の増加
・気候変動等による土砂災害発生の危険性の増大
・地元地方公共団体等からの直轄砂防事業推進への強い要望

主な事業の
進捗状況

・平成23年度（中期計画着手時）から令和6年度末までに14基完成。（砂防堰堤10基、既設改良4基）

主な事業の
進捗の見込
み

・令和23年度末までに13基を整備予定。
・事業は順調に進捗しており、今後も地域の協力が得られる事が見込まれる事から計画的に事業を推進する。

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・事業継続とする事業者の判断は妥当である。
＜都道府県の意見・反映内容＞
【愛媛県】
・「対応方針(原案)」案については異議ありません。
・近年、西日本豪雨をはじめ各地で集中豪雨による大規模土砂災害が頻発しており、重信川水系直轄砂防事業は、県都松山市など流域住民を土砂災害から
守るために重要な事業であることから、一日も早い事業完成に向け、事業の強力な推進と徹底的なコスト縮減に努めていただくようお願いします。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

・新技術・新工法（残存型枠等）やICTの活用を進め、今後ともコスト縮減・生産性向上に努める。

対応方針 継続

対応方針理
由

事業の必要性、事業進捗の見込み、コスト縮減や代替案等の可能性、地方公共団体の意見より、総合的な判断による。

令和７年度 事業評価（案） 資料５－１－２
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７土（技）第 375 号  

令和７年 11 月 28 日  

 

 

 四国地方整備局長 様 

 

 

愛媛県知事 中村 時広 

 

 

 

四国地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針（原案）の 

作成に係る意見照会について（回答） 

 

 

 令和７年 11 月 17 日付け国四整企画第 30 号で依頼のあった標記について、別紙の

とおり回答いたします。 
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＜別 紙＞ 

 

 次の再評価に係る「対応方針(原案)」案については異議ありません。 

  

【砂防事業】 １件 

事業名 「対応方針（原案）」案 備考 

重信川水系直轄砂防事業 継続  

 

 なお、当事業に対する意見は下記のとおりです。 

 

記 

 

近年、西日本豪雨をはじめ各地で集中豪雨による大規模土砂災害が頻発しており、

重信川水系直轄砂防事業は、県都松山市など流域住民を土砂災害から守るために重

要な事業であることから、一日も早い事業完成に向け、事業の強力な推進と徹底的

なコスト縮減に努めていただくようお願いします。 
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砂防事業 

事業費の内訳書   

 

 
※ （ ）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。 

評価年度 令和7年度 再評価 

※  評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。 

区分 費目 工種 単位 数量 
金額 

（百万円） 
備考 

工事費 式 1 13,994  

 本工事費 式 1 13,994  

 砂防堰堤 基 20 8,436  

改良（機能向上）等 基 7 5,557  

     

     

     

     

用地費及補償費 式 1 140  

 用地費 式 1 －  

補償費 式 1 －  

間接経費 式 1 4198  

事業費（工事諸費除く） 計   18,332  

工事諸費 式 1 2,779  

事業費（工事諸費含む） 計 式 1 21,111  

 

維持管理費 式 1 1,485  

重信川水系直轄砂防事業 （全体事業費） 事業名 
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砂防事業 

事業費の内訳書   

 

 
※ （ ）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。 

評価年度 令和7年度 再評価 

※  評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。 

区分 費目 工種 単位 数量 
金額 

（百万円） 
備考 

工事費 式 1 7,153  

 本工事費 式 1 7,153  

 砂防堰堤 基 10 3,550  

改良（機能向上）等 基 3 3,603  

     

     

     

     

用地費及補償費 式 1 72  

 用地費 式 1 －  

補償費 式 1 －  

間接経費 式 1 2146  

事業費（工事諸費除く） 計   9,371  

工事諸費 式 1 1,877  

事業費（工事諸費含む） 計 式 1 11,248  

 

維持管理費 式 1 1,485  

重信川水系直轄砂防事業 （残事業費） 事業名 
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